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平
成

2
6
年

度
　

製
造

請
負

優
良

適
正

事
業

者
認

定
制

度
【
審

査
基

準
（
自

主
点

検
表

）
】

＜
２

＞
 ：

も
の

づ
く
り

力
　

１
．

活
動

組
織

（
１

）
「
製

造
請

負
事

業
」
遂

行
の

た
め

の
体

制
及

び
施

策

「
製

造
請

負
事

業
」
を

推
進

す
る

た
め

の
計

画
等

が
存

在
し

、
必

要
な

、
予

算
、

人
員

な
ど

の
経

営
資

源
を

具
体

的
に

配
分

し
て

い
る

か
。

「
製

造
請

負
事

業
」
を

推
進

す
る

専
門

部
署

、
ま

た
は

、
専

任
担

当
者

が
存

在
し

て
い

る
か

。

２
．

も
の

づ
く
り

力
の

具
現

化

（
１

）
基

本
的

な
生

産
管

理
活

動

妥
当

な
生

産
管

理
等

の
管

理
指

標
が

用
い

ら
れ

て
い

る
か

。

生
産

管
理

等
の

管
理

指
標

に
基

づ
く
デ

ー
タ

収
集

や
集

計
管

理
を

自
社

で
行

っ
て

い
る

か
。

日
々

、
週

単
位

、
月

次
な

ど
の

計
画

さ
れ

た
ス

パ
ン

に
よ

る
生

産
状

況
を

把
握

し
て

い
る

か
。

「
作

業
標

準
」
の

整
備

を
行

っ
て

い
る

か
。

「
５

Ｓ
活

動
」
を

奨
励

し
、

取
り

組
ん

で
い

る
か

。

（
２

）
発

展
的

な
生

産
管

理
活

動

生
産

す
る

品
目

ご
と

に
生

産
能

力
を

把
握

で
き

て
い

る
か

。

工
程

、
作

業
単

位
な

ど
を

適
切

に
区

分
し

、
効

率
的

な
生

産
体

制
を

構
築

で
き

て
い

る
か

。

生
産

す
る

品
目

の
切

り
替

え
な

ど
、

多
様

な
条

件
に

対
応

す
る

た
め

の
施

策
を

講
じ

て
い

る
か

。

品
質

不
良

の
発

生
原

因
を

特
定

し
、

そ
の

対
策

を
講

じ
て

い
る

か
。

受
注

量
の

変
動

に
対

応
す

る
た

め
の

施
策

を
講

じ
て

い
る

か
。

突
発

的
な

注
文

変
更

に
円

滑
に

対
応

す
る

た
め

の
施

策
を

講
じ

て
い

る
か

。

３
．

技
能

資
格

(1
)必

要
資

格
の

把
握

と
資

格
者

の
確

保

取
引

を
開

始
す

る
段

階
で

、
「
付

随
要

件
事

項
」
を

確
認

し
て

い
る

か
。

本
社
審
査

「
個

別
資

格
事

項
」
に

つ
い

て
把

握
し

て
い

る
か

。

「
請

負
業

務
」
を

遂
行

す
る

上
で

、
必

要
資

格
の

取
得

計
画

の
策

定
及

び
有

資
格

者
の

配
置

を
し

て
い

る
か

。

４
．

「
事

業
所

責
任

者
」
の

配
置

(1
)「

事
業

所
責

任
者

」
の

適
格

「
請

負
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
に

準
拠

し
た

事
業

所
責

任
者

を
選

任
し

て
い

る
か

。

「
事

業
所

責
任

者
」
を

育
成

す
る

仕
組

み
が

あ
る

か

「
事

業
所

責
任

者
」
の

氏
名

等
を

発
注

者
に

通
知

し
て

い
る

か
。

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

平
成

2
6
年

度
　

製
造

請
負

優
良

適
正

事
業

者
認

定
制

度
【
審

査
基

準
（
自

主
点

検
表

）
】

＜
１

＞
 ：

経
営

方
針

　

１
．

方
針

等
の

明
示

（
１

）
「
経

営
方

針
等

」
の

内
容

審
査

対
象

法
令

遵
守

、
社

会
規

範
堅

守
等

（
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
）
の

概
念

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

。

製
造

・
生

産
に

寄
与

等
（
「
も

の
づ

く
り

」
、

「
製

造
請

負
事

業
」
の

活
動

・
推

進
）
の

概
念

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

。

労
働

者
の

能
力

開
発

や
人

材
育

成
等

（
ひ

と
づ

く
り

力
）
の

概
念

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

。

適
正

な
事

業
運

営
、

労
働

者
の

安
心

・
安

全
な

就
業

環
境

整
備

（
労

働
者

保
護

）
の

概
念

が
盛

り
込

ま
れ

て
い

る
か

。

２
．

方
針

等
の

周
知

（
１

）
社

内
啓

発
及

び
社

外
広

報

「
経

営
方

針
等

」
を

社
内

啓
発

・
発

信
な

ら
び

に
社

外
広

報
し

て
い

る
か

。
本
社
審
査

請
負
事
業
所

３
．

派
遣

と
請

負
の

区
分

基
準

関
連

（
１

）
「
製

造
請

負
事

業
」

発
注

者
な

ど
か

ら
独

立
し

た
「
製

造
請

負
事

業
」
と

し
て

明
確

に
区

分
可

能
な

区
画

や
作

業
区

分
等

と
な

っ
て

い
る

か
。

請
負
事
業
所

（
２

）
請

負
料

金
の

設
定

請
負

料
金

は
、

製
品

個
数

基
準

と
す

る
な

ど
生

産
原

価
を

基
本

と
し

て
合

理
的

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

請
負
事
業
所

（
３

）
「
請

負
契

約
」
に

付
随

す
る

取
り

決
め

事
項

機
密

の
保

持
に

関
す

る
事

項
に

つ
い

て
、

「
請

負
契

約
」
に

規
定

さ
れ

て
い

る
か

。

契
約

に
お

い
て

瑕
疵

担
保

責
任

へ
の

対
応

を
取

り
決

め
て

い
る

か
。

民
法

7
1
5
条

の
使

用
者

責
任

に
よ

る
損

害
賠

償
請

求
へ

の
対

応
策

を
講

じ
て

い
る

か
。

発
注

者
か

ら
「
請

負
業

務
」
の

処
理

に
必

要
な

機
械

・
設

備
を

借
り

受
け

て
使

用
す

る
場

合
に

、
「
請

負
契

約
」
と

は
別

に
双

務
契

約
を

締
結

し
て

い
る

か
。

発
注

者
か

ら
「
請

負
業

務
」
の

処
理

に
必

要
な

機
械

・
設

備
を

借
り

受
け

て
使

用
す

る
場

合
に

、
機

械
・
設

備
の

「
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
等

」
は

自
社

の
責

任
の

下
で

行
っ

て
い

る
か

。

（
４

）
発

注
者

か
ら

の
技

術
指

導

新
製

品
の

製
造

や
新

設
備

の
導

入
の

た
め

に
、

従
来

ど
お

り
の

作
業

方
法

な
ど

で
は

処
理

が
で

き
な

い
場

合
で

、
発

注
者

か
ら

自
社

の
責

任
者

に
対

し
て

行
う

説
明

、
指

示
な

ど
だ

け
で

は
処

理
で

き
な

い
と

き
に

は
、

自
社

の
責

任
者

の
監

督
の

下
で

発
注

者
か

ら
労

働
者

に
必

要
な

説
明

（
実

習
を

含
む

）
を

行
っ

て
い

る
か

。
請
負
事
業
所

（
５

）
事

業
所

の
管

理

作
業

に
従

事
す

る
労

働
者

の
人

数
及

び
配

置
（
人

数
を

増
減

さ
せ

る
場

合
を

含
む

）
に

つ
い

て
は

、
発

注
者

は
関

与
せ

ず
自

社
で

決
定

し
て

い
る

か
。

作
業

に
従

事
す

る
労

働
者

に
対

す
る

作
業

の
割

当
、

順
序

、
遂

行
速

度
な

ど
に

つ
い

て
は

、
発

注
者

は
関

与
せ

ず
自

社
で

決
定

し
て

い
る

か
。

作
業

に
従

事
す

る
労

働
者

の
始

業
及

び
終

業
の

時
刻

、
休

憩
時

間
、

休
日

、
休

暇
な

ど
に

つ
い

て
は

、
発

注
者

は
関

与
せ

ず
自

社
で

決
定

し
て

い
る

か
。

作
業

に
従

事
す

る
労

働
者

の
服

務
規

律
の

管
理

に
つ

い
て

は
、

発
注

者
は

関
与

せ
ず

自
社

で
行

っ
て

い
る

か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所
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平
成

2
6
年

度
　

製
造

請
負

優
良

適
正

事
業

者
認

定
制

度
【
審

査
基

準
（
自

主
点

検
表

）
】

＜
４

＞
 ：

労
働

者
保

護
　

１
．

労
働

保
険

・
社

会
保

険
の

適
用

（
１

）
加

入
手

続

労
働

保
険

・
社

会
保

険
の

加
入

手
続

き
の

手
順

が
関

係
部

門
や

担
当

者
に

周
知

さ
れ

て
お

り
、

適
用

対
象

と
な

る
労

働
者

は
、

適
切

に
保

険
加

入
し

て
い

る
か

。
本
社
審
査

雇
用

・
社

会
保

険
の

適
用

対
象

者
に

つ
い

て
、

『
加

入
者

』
、

『
加

入
手

続
き

中
の

者
』
、

『
未

加
入

者
』
を

把
握

し
て

い
る

か
。

雇
用

・
社

会
保

険
の

未
加

入
者

に
つ

い
て

は
、

そ
の

理
由

を
把

握
す

る
と

共
に

、
加

入
手

続
き

を
進

め
て

い
る

か
。

（
２

）
労

働
者

へ
の

説
明

労
働

者
に

対
し

て
、

必
要

に
応

じ
て

雇
用

・
社

会
保

険
の

加
入

に
つ

い
て

説
明

し
て

確
認

を
得

て
い

る
か

。

雇
用

・
社

会
保

険
の

適
用

対
象

と
な

ら
な

い
労

働
者

に
対

し
て

、
適

用
対

象
外

の
理

由
を

説
明

し
て

確
認

を
得

て
い

る
か

。

雇
用

・
社

会
保

険
の

適
用

対
象

で
あ

っ
た

労
働

者
に

対
し

て
、

必
要

に
応

じ
て

離
職

後
に

雇
用

・
社

会
保

険
の

給
付

に
つ

い
て

説
明

を
し

て
い

る
か

。

（
３

）
発

注
者

へ
の

情
報

発
信

請
負

事
業

主
と

し
て

、
労

働
保

険
成

立
の

届
出

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

発
注

者
に

明
示

し
て

い
る

か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

労
働

者
の

雇
用

・
社

会
保

険
の

加
入

状
況

（
個

人
情

報
は

除
く
）
を

発
注

者
に

明
示

し
て

い
る

か
。

請
負
事
業
所

労
働

・
社

会
保

険
に

加
入

し
て

い
な

い
場

合
は

、
労

働
者

及
び

発
注

者
に

対
し

て
、

そ
の

理
由

を
通

知
・
説

明
し

、
双

方
か

ら
確

認
を

得
て

い
る

か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

２
．

雇
用

関
係

の
確

保

（
１

）
募

集
及

び
採

用

募
集

、
ま

た
は

、
採

用
時

の
労

働
条

件
の

明
示

の
際

、
仕

事
の

内
容

、
必

要
な

ス
キ

ル
、

労
働

条
件

を
書

面
を

も
っ

て
具

体
的

か
つ

詳
細

に
明

示
し

て
い

る
か

。
本
社
審
査

請
負
事
業
所

労
働

条
件

の
明

示
に

あ
た

っ
て

は
、

発
注

者
が

労
働

者
に

と
っ

て
の

使
用

者
で

あ
る

と
誤

解
を

招
く
こ

と
が

な
い

よ
う

使
用

者
を

明
確

に
し

て
い

る
か

。
請
負
事
業
所

（
２

）
雇

用
契

約

労
働

者
の

希
望

を
考

慮
し

て
、

雇
用

契
約

の
期

間
を

出
来

る
限

り
長

く
し

、
細

切
れ

契
約

と
な

ら
な

い
よ

う
に

取
り

組
ん

で
い

る
か

。

有
期

雇
用

契
約

を
締

結
す

る
際

に
は

、
労

働
者

に
対

し
て

、
そ

の
契

約
の

更
新

の
有

無
を

明
示

し
て

い
る

か
。

（
３

）
雇

用
の

継
続

体
制

雇
用

契
約

期
間

中
に

仕
事

が
で

き
な

い
期

間
が

生
じ

た
場

合
、

休
業

補
償

や
教

育
訓

練
を

実
施

す
る

な
ど

し
て

雇
用

契
約

の
維

持
に

取
り

組
ん

で
い

る
か

。

発
注

者
と

の
請

負
契

約
の

解
除

、
も

し
く
は

、
発

注
量

の
減

少
に

よ
り

、
労

働
者

と
の

労
働

契
約

を
解

除
す

る
こ

と
が

な
い

よ
う

に
取

り
組

ん
で

い
る

か
。

（
４

）
定

着
の

促
進

労
働

条
件

や
雇

用
期

間
等

の
雇

用
関

係
に

関
す

る
労

働
者

か
ら

の
質

問
や

要
望

を
聴

取
す

る
機

会
を

設
け

、
説

明
や

回
答

を
お

こ
な

っ
て

い
る

か
。

従
業

員
の

定
着

化
を

促
進

す
る

た
め

、
労

働
者

と
の

緊
密

な
意

思
疎

通
を

図
り

、
職

務
経

験
の

機
会

を
付

与
し

た
り

、
待

遇
向

上
を

図
る

な
ど

の
措

置
を

講
じ

て
い

る
か

。

構
内

施
設

の
利

用
な

ど
、

発
注

者
と

協
力

し
て

労
働

者
の

福
利

厚
生

の
充

実
に

取
り

組
ん

で
い

る
か

。

３
．

個
人

情
報

の
保

護
体

制

　
※

 プ
ラ

イ
バ

シ
ー

マ
ー

ク
取

得
事

業
者

は
「
個

人
情

報
の

保
護

体
制

」
審

査
を

免
除

致
し

ま
す

（
１

）
方

針

個
人

情
報

保
護

方
針

を
定

め
、

社
内

及
び

社
外

に
周

知
し

て
い

る
か

。
本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

平
成

2
6
年

度
　

製
造

請
負

優
良

適
正

事
業

者
認

定
制

度
【
審

査
基

準
（
自

主
点

検
表

）
】

５
．

「
工

程
管

理
等

責
任

者
」
の

配
置

(1
)「

工
程

管
理

等
責

任
者

」
の

適
格

「
請

負
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
に

準
拠

し
た

「
工

程
管

理
等

責
任

者
」
を

選
任

し
て

い
る

か
。

「
工

程
管

理
等

責
任

者
」
を

育
成

す
る

仕
組

み
が

あ
る

か
。

「
工

程
管

理
等

責
任

者
」
の

氏
名

等
を

発
注

者
に

通
知

し
て

い
る

か
。

請
負
事
業
所

＜
３

＞
 ：

ひ
と

づ
く
り

力

１
．

「
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
」
の

明
示

（
１

）
「
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
」
の

明
確

化

「
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
」
を

明
確

に
し

て
い

る
か

。

一
般

作
業

員
か

ら
リ

ー
ダ

ー
や

管
理

者
に

昇
進

し
た

実
績

が
あ

る
か

２
．

「
職

業
能

力
開

発
」

（
１

）
「
職

業
能

力
開

発
」
の

体
制

「
職

業
能

力
開

発
」
に

必
要

な
、

予
算

な
ど

を
具

体
的

に
計

画
し

て
い

る
か

。

「
職

業
能

力
開

発
」
を

支
援

す
る

職
制

上
の

組
織

（
委

員
会

や
他

の
職

能
を

兼
担

す
る

組
織

を
含

む
）
が

あ
る

か
。

「
職

業
能

力
開

発
」
を

目
的

と
し

た
（
常

設
の

）
教

育
研

修
施

設
そ

の
他

の
場

所
が

あ
る

か
。

「
職

業
能

力
開

発
」
を

目
的

と
し

た
講

師
（
ト

レ
ー

ナ
ー

）
体

制
な

ど
の

有
効

な
人

的
資

源
が

あ
る

か
。

「
事

業
所

」
に

お
い

て
教

育
研

修
等

の
担

当
者

を
配

置
し

て
い

る
か

。
請
負
事
業
所

（
２

）
職

業
能

力
向

上
の

具
現

化
の

た
め

の
施

策

一
般

的
な

職
業

能
力

を
開

発
す

る
た

め
の

、
教

育
研

修
、

検
定

な
ど

の
仕

組
み

が
あ

る
か

。

モ
ラ

ル
面

の
向

上
に

向
け

た
指

導
や

教
育

に
力

点
を

置
い

て
い

る
か

。

（
３

）
「
職

業
能

力
開

発
」
の

管
理

・
配

慮
等

形
成

し
た

職
業

能
力

や
業

務
経

験
を

適
切

に
記

録
、

管
理

し
て

い
る

か
。

形
成

し
た

職
業

能
力

や
業

務
経

験
の

記
録

な
ど

を
必

要
に

応
じ

て
本

人
に

開
示

も
し

く
は

交
付

（
退

職
時

含
む

）
し

て
い

る
か

。

３
．

能
力

評
価

(1
)能

力
評

価
の

方
法

社
内

検
定

制
度

、
評

価
基

準
な

ど
、

評
価

方
法

の
客

観
性

を
担

保
し

て
い

る
か

。
本
社
審
査

請
負
事
業
所

作
業

等
の

習
熟

に
つ

い
て

、
適

切
に

評
価

し
て

い
る

か
。

能
力

評
価

の
結

果
が

処
遇

に
反

映
さ

れ
る

仕
組

み
が

あ
る

か

(2
)適

正
配

置 現
状

の
能

力
評

価
に

応
じ

た
配

置
が

な
さ

れ
て

い
る

か
。

面
談

な
ど

を
通

じ
て

能
力

向
上

の
た

め
の

意
識

啓
発

や
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
し

て
い

る
か

。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

【資料①】15 Ｐ参照
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平
成
2
6
年
度
　
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度
【
審
査
基
準
（
自
主
点
検
表
）
】

（
３
）
安
全
衛
生
活
動

危
険
性
ま
た
は
有
害
性
の
調
査
を
行
い
、
危
険
源
の
特
定
を
し
て
い
る
か
。

特
定
し
た
危
険
源
（
危
険
性
や
有
害
性
等
）
に
対
し
て
、
安
全
衛
生
の
管
理
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
か
（
発
注
者
と
の
連
携
を

含
む
）
。

入
社
時
及
び
階
層
別
の
安
全
衛
生
教
育
を
定
期
的
に
実
施
し
て
い
る
か
。

安
全
パ
ト
ロ
ー
ル
の
実
施
と
そ
れ
に
基
づ
く
安
全
性
の
評
価
を
し
て
い
る
か
。

過
重
労
働
対
策
（
予
防
含
む
）
に
取
り
組
ん
で
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

労
働
者
の
健
康
診
断
（
雇
入
れ
時
、
定
期
、
特
殊
）
結
果
の
フ
ォ
ロ
ー
を
す
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
か
。

労
働
災
害
の
原
因
が
的
確
に
分
析
さ
れ
、
対
策
を
出
す
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
か
。

労
働
災
害
発
生
状
況
の
分
析
を
行
い
、
全
社
的
な
再
発
防
止
策
（
情
報
共
有
等
）
を
講
じ
得
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

５
．
相
談
・
苦
情
処
理
の
体
制

（
１
）
相
談
・
苦
情
受
付
処
理
体
制

労
働
者
の
相
談
・
苦
情
を
受
付
で
き
る
苦
情
相
談
窓
口
の
設
置
な
ど
部
門
を
設
け
て
い
る
か
。

本
社
審
査

発
注
者
ま
た
は
発
注
者
の
労
働
者
に
起
因
す
る
相
談
・
苦
情
に
つ
い
て
、
発
注
者
に
対
し
て
、
そ
の
改
善
を
求
め
て
い
る
か
。

請
負
事
業
所

相
談
・
苦
情
の
受
付
状
況
、
そ
の
内
容
や
対
応
経
緯
、
結
果
を
記
録
し
て
い
る
か
。

苦
情
・
相
談
の
処
理
手
続
き
に
つ
い
て
周
知
し
て
い
る
か
。

相
談
・
苦
情
の
処
理
状
況
や
結
果
を
必
要
に
応
じ
て
申
し
出
者
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を
し
て
い
る
か
。

請
負
事
業
所

６
．
法
令
の
周
知

（
１
）
関
係
法
令
の
周
知

労
働
者
派
遣
法
や
労
働
基
準
法
な
ど
の
関
係
法
令
を
必
要
に
応
じ
て
労
働
者
へ
文
書
等
で
示
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

労
働
者
派
遣
法
な
ど
の
関
係
法
令
を
必
要
に
応
じ
て
発
注
者
へ
文
書
等
で
示
し
て
い
る
か
。

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

平
成
2
6
年
度
　
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度
【
審
査
基
準
（
自
主
点
検
表
）
】

（
２
）
収
集
及
び
利
用
目
的

個
人
情
報
の
収
集
目
的
を
明
確
に
し
、
利
用
目
的
を
特
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

（
３
）
利
用
制
限

個
人
情
報
を
利
用
目
的
の
範
囲
を
超
え
て
利
用
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
か
。

本
人
の
同
意
を
得
ず
に
、
第
三
者
に
個
人
情
報
を
提
供
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
か
。

（
４
）
収
集
制
限

個
人
情
報
の
取
得
に
あ
た
っ
て
、
不
正
な
手
段
を
用
い
て
い
な
い
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

（
５
）
安
全
管
理
及
び
保
護
の
体
制

個
人
情
報
を
取
り
扱
う
業
務
を
把
握
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

自
社
が
雇
用
す
る
従
業
員
に
、
業
務
に
関
し
て
知
り
え
た
個
人
情
報
を
第
三
者
に
漏
え
い
し
な
い
こ
と
及
び
利
用
目
的
外
に
使

用
し
な
い
こ
と
な
ど
を
内
容
と
す
る
「
誓
約
書
」
を
採
用
時
な
ど
に
提
出
さ
せ
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

個
人
デ
ー
タ
の
漏
え
い
、
改
ざ
ん
、
滅
失
の
危
険
に
さ
ら
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
・
機
器

等
の
整
備
な
ど
、
技
術
的
な
保
護
措
置
に
取
り
組
ん
で
い
る
か
。

本
社
審
査

個
人
情
報
の
漏
え
い
等
の
発
生
時
に
は
速
や
か
に
対
応
で
き
る
仕
組
み
が
あ
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

（
６
）
労
働
者
及
び
委
託
先
の
監
督

個
人
情
報
の
取
り
扱
い
に
関
す
る
教
育
研
修
を
実
施
し
、
そ
の
記
録
を
保
管
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

個
人
情
報
の
委
託
に
つ
い
て
は
、
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
覚
書
を
締
結
し
、
委
託
先
の
監
督
を
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

（
７
）
規
程
・
マ
ニ
ュ
ア
ル

個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
規
程
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

４
．
労
働
安
全
衛
生
の
取
り
組
み

（
１
）
方
針

労
働
安
全
衛
生
に
関
す
る
方
針
を
定
め
、
社
内
に
周
知
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

（
２
）
労
働
安
全
衛
生
管
理
体
制

労
働
安
全
衛
生
管
理
体
制
が
組
織
さ
れ
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

安
全
衛
生
委
員
会
が
定
期
的
に
開
催
さ
れ
、
組
織
的
な
活
動
と
し
て
機
能
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

発
注
者
の
安
全
衛
生
委
員
会
な
ど
の
会
合
に
出
席
し
、
安
全
意
識
の
共
有
や
安
全
衛
生
管
理
体
制
の
強
化
に
取
り
組
ん
で

い
る
か
。

直
接
労
働
者
を
指
揮
す
る
監
督
者
は
「
職
長
等
の
教
育
」
を
修
了
し
て
い
る
か
。

安
全
管
理
者
、
衛
生
管
理
者
、
産
業
医
等
、
労
働
安
全
衛
生
に
係
る
法
令
上
必
要
と
な
る
有
資
格
者
を
配
置
し
て
い
る
か
。

労
働
安
全
衛
生
に
係
る
資
格
取
得
を
社
内
で
奨
励
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

労
働
安
全
衛
生
に
係
る
規
程
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
を
整
備
し
て
い
る
か
。

規
程
や
ル
ー
ル
に
基
づ
い
て
安
全
衛
生
管
理
を
し
て
い
る
か
チ
ェ
ッ
ク
す
る
部
門
（
内
部
監
査
等
）
や
社
内
体
制
が
存
在
し
て

お
り
、
評
価
や
改
善
指
示
を
し
て
い
る
か
。

本
社
審
査

請
負
事
業
所

請
負
事
業
所

本
社
審
査
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請負企業における人材活用
と

認定制度

佐藤博樹

中央大学大学院

戦略経営研究科教授

1

講演の内容

• 企業経営における人事管理の役割の確認

• 請負企業における人材活用の課題

• 改正労働契約法への対応

• 認定制度の活用方法

2

企業経営における人事管理の役割

3

人事管理が担うべき経営機能

企業の労働サービス需要の充足

支払い可能な人件費の範囲内で、
企業が必要とする労働サービス需要を充足すること

上記を実現するための取り組み

当該労働サービスを提供できる職業能力を保有した人材
の確保、育成、配置 （雇用管理）

能力発揮意欲と能力開発意欲の維持・向上（報酬管理）

4

人事管理の出発点は「人」か？「業務」か？

人事管理が担うべき経営機能＝企業の労働サービス需要の充
足

⇒人事管理の出発点：「業務（仕事）」

⇒経営戦略・事業分野・ビジネスモデルなどの選択

→業務（仕事）の確定

⇒業務が円滑に遂行されるために必要な労働サービスが確定

⇒当該労働サービスを提供するために必要な職業能力が確定

→確保・育成・配置すべき人材要件（職業能力）が確定
5

人事管理では「人」も重要

必要とされる労働サービスを提供できる職業能力を保有した
人材を確保、育成、配置するだけでは、労働サービスの提供
は行われない

労働サービスの担い手＝職業能力を保有する労働者

労働サービスの提供＝労働者の職業能力発揮意欲に依存

職業能力の開発＝職業能力開発意欲に依存

6

【資料②】27 Ｐ参照
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人事管理

企業経営が必要とする労働サービス需要を充足するために
は、労働者の就業ニーズの充足が不可欠

⇒人事管理＝「業務（仕事）」と「人」の両方を視野に入れる
必要がある

⇒企業が変われば（業務が変化）あるいは人が変われば、労
働サービスや就業ニーズが変化するための、その充足方法に
も変革が求められる

7

人事管理の難しさ①

同一の職業能力を保有していても、能力発揮意欲が低ければ、
業務に投入される労働サービスの量・質が低下する

⇒提供される労働サービスの量・質は、職業能力の質だけでな
く、職業能力の保有者である社員の能力発揮意欲に規定される

⇒人事管理が目指すべきもの：自己管理

⇒自己管理＝能力発揮意欲が高い状態

8

人事管理の難しさ②

人事管理の担い手は人事セクションのみでない

⇒ライン管理職が人事管理機能の大部分を担う

⇒人事セクションは、人事管理機能全体の２割程度を担
うのみ

9

人事管理の担い手としての管理職

①各社員が自分が担うべき役割を理解

②各社員が、自分に期待された役割を実現するた
めに必要な職業能力を保有（能力が不足する場
合は能力開発を支援）

③各社員の能力発揮意欲の維持向上

⇒最近ではとりわけ③が重要に

10

人材育成の担い手としての管理職

能力開発は開発機会と能力開発意欲に規定される

ＯＪＴ＝能力開発の基本

⇒仕事に従事すれば能力開発効果があるわけでは
ない

⇒能力開発を考えた仕事の配分と適切なアドバイス
が不可欠

11

請負企業における人材活用の課題

12
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請負企業における人材活用の課題

• 自社のビジネスモデルに対応した人材活用の構築

⇒すべての企業に該当する汎用的な人材活用モデ
ルは存在しない

⇐どのようなものづくり分野をビジネスの対象とする
のか

• 他方で、請負企業に共通した人材活用の課題も

13

請負企業における人材活用の課題

• 人材確保力の向上

⇒業界としての取り組み

＋個別企業のおける取り組み

• 人材の能力向上と期待勤続に対応した人材
の定着

⇒物作り力を自社の競争力基盤とする場合
は、定着を前提とした能力開発が鍵となる

14

人材確保力の向上
• 業界としての取り組み

• 個別企業の取り組み

人材確保力の鍵は、採用施策のみでなく、採用後
の定着施策やキャリア形成支援にある

⇒定着策が採用力向上の鍵

⇒定着のためには人材の就業希望に応じた施策が
重要

⇒賃金などの労働条件だけなく、キャリア形成の可
能性が鍵

⇐同時に自社のビジネスモデルに対応した人材の
確保と育成を

15

人材確保力向上としての
多様な人材の活用

多様な人材が活躍できるような新しい人材活
用施策の開発も重要に

• 90歳まで賃金テーブルのある企業

• 週3日勤務の企業

• ペア勤務のある企業など

16

労働契約法改正への対応

17 18
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19

法施行の背景

• いわゆる非正社員としての有期契約労働者
の増大＝いわゆる正社員の減少

• 契約更新型の有期契約社員の増大

• 有期契約社員の基幹労働力化＝正社員と同
様の仕事に従事する有期契約社員の増加

20

有期契約社員の活用類型
①特定期間での活用：年末繁忙期の学生アルバイトなど

②３年未満などの短期間での活用：自動車産業の期間工
など

③契約更新を前提に中長期に活用：流通産業のパート社
員など

③-１：自動更新型：中小企業に多い

③-２：選別更新型：事後的に長期勤続者が発生（ただし
契約更新されない者は多くない）

⇒改正労働契約法は③-2の人材活用への影響大

21

無期転換と正社員転換

改正労働契約法=正社員転換でなく、無期転換を求める

⇒正社員と非正社員の現状の人材活用の相違を踏ま
えた内容（参考スライド参照）

＝無期転換＝有期契約社員の人材活用や処遇を変
更せずに、労働契約のみが無期化

⇒無期転換後は、それまで契約更新型の有期契約社
員の活用と何が異なることになるのか？

=③-２の人材活用における契約更新時における就業
条件(仕事、労働時間、賃金など）の調整機会がなくなる

22

改正労働契約法への対応
選別更新型活用企業を前提に

①５年未満など有期契約社員の活用期間を限定する

⇒有期契約社員の業務の再編や正社員の業務範囲の拡大が必要に、人材確
保面でマイナスに

②現状の有期契約社員の人材活用を維持したまま無期転換する

⇒契約更新時に行われていた就業条件の調整をどのように行うのか

③現状の有期契約社員とは異なる人材活用を前提として無期転換する（あるい
は既存の勤務地限定正社員などへの転換を行う）

⇒無期雇用で恒常的な短時間勤務者の活用が可能か

④無期転換でなく、現状の正社員へ転換する（正社員転換）

⇒正社員の働き方を希望しない有期契約社員の存在

それぞれの組合せでの対応が必要

②、③、④⇒いずれの対応も無期転換までの人材活用・育成や契約更新時にお
ける選別が重要に；従来の正社員の人材活用の見直しも必要

⇒新しい人材活用ポートフォリオの構築が必要に 23

認定制度の社会的機能

• 取引先：法遵守＋ものづくり力

• 就業希望者：法遵守＋良好や雇用機会

• 自社：コンプライアンス、ものづくり力の見直し
、人材活用の見直しの機会として活用

24
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認定制度の内容と活用策

25

認定制度の仕組み

◆制度実施◆
～運営機関～

製造請負事業改善推進協議会
～指定審査機関～
一般公募により指定

 発注者事業所構内
 自社工場

◆製造請負業界◆

◆働く方◆

◆メーカー企業◆

 取引選定の基準

 健全事業者としての

安心、信頼感の向上

 請負発注枠の拡大

 安全、安心な職場

 能力開発、スキル向上

 適切な処遇や評価

 優良な事業主の育成

 悪質な業者の排除

 適正な請負事業者として社会的信用性の向上

 適切な雇用管理体制の継続やモラル向上

 優良な事業者としてメーカーとの信頼関係向上

 請負事業の新規及び事業規模の機会獲得

 悪質業者を排除した市場の健全な競争関係

認定マーク
の取得

認定マーク
の取得

期待効果

期待効果

期待効果

労働者、発注者、請負事業者の互恵的信頼関係の礎

26

認定の審査項目

経営方針
（17項目）

・方針等の明示
・方針等の周知
・派遣と請負の区分基準関連

ものづくり力
（22項目）

・活動組織 ・事業所責任者の配置
・ものづくり力の具現化 ・工程管理等責任者の配置
・技能資格

ひとづくり力
（16項目）

・キャリアパスの明示
・職業能力開発
・能力評価

労働者保護
（56項目）

・労働・社会保険の適用 ・労働安全衛生の取組み
・雇用関係の確保 ・相談・苦情処理の体制
・個人情報の保護体制 ・法令の周知

27

認定制度の活用策

• 自社のものづくり力やひとづくり力の点検や
強化の機会とする

• 認定取得による自社の競争力や人材確保力
を高める

28
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「優良適正事業者認定制度」
と請負企業の事業・人事戦略

2014年11月19日（水）認定制度説明・相談会

佐野嘉秀
法政大学経営学部教授

ご報告のポイント

1. 「製造請負優良適正事業者認定制
度」と、事業戦略・人事管理との関係

2. ＜自社管理・人材育成型＞請負事業
への移行の効果

3. ＜自社管理・人材育成型＞請負事業
と、請負社員の定着との関係

4. ＜自社管理・人材育成型＞請負事業
にとっての「優良」認定の意義

1.1.製造請負優良適正事業者認定制度の
審査項目（４領域）

経営方針
経営方針等の周知、派遣と請負の区分基準関連
（事業所の区画区分・請負料金の設定・契約の取
り決め・発注者からの技術指導・事業所の管理）

ものづくり力
活動組織の体制及び施策、ものづくり具現化（基
本的かつ発展的な生産管理活動）、技能資格の把
握、事業所責任者・工程管理等責任者の配置

ひとづくり力
キャリアパスの明確化、「職業能力開発」の体制
（予算・組織）・具現化施策・管理（仕組み）、能力
評価の方法・適正配置

労働者保護

労働保険・社会保険の適用（加入・説明）、雇用関
係の確保（募集採用・雇用契約・定着促進）、個人
情報の保護体制、労働安全衛生の取り組み、相
談・苦情処理

ひとづくり力
キャリアパスの明確化、「職業能力開発」の体制
（予算・組織）・具現化施策・管理（仕組み）、能力
評価の方法・適正配置

「優良」の条件の１つとして
「人づくり力」を位置づけ

：請負社員の能力開発とキャリア形成に
力を入れる請負企業を評価

1.2.請負・派遣企業の事業戦略・人事管理

4

単価の高い業務の
受注を重視

単価の低い業務中心に
受注規模の拡大を重視

現場管理
サービス
提供

＜請負＞

＜自社管理・人材育成＞型

•採用時の選抜・マッチング強化

•常駐管理者・現場リーダーによ
る業務・労務管理の充実

•管理者・リーダ育成

•技能向上のための処遇（評価・
昇給）・配置

＜自社管理・調達重視＞型

•求人活動の強化（募集広告・登録拡
大等）

•常駐管理者・現場リーダーによる業
務・労務管理の充実

•管理者・リーダー育成

•相場を考慮した賃金水準の設定

現場管理
サービス
非提供

＜派遣＞

＜ユーザー管理・人材育成＞型

•採用時の選抜・マッチング強化

•巡回型の現場管理

•技能向上のための処遇（評価・
昇給）・配置

＜ユーザー管理・調達重視＞型

•求人活動の強化（募集広告・登録拡
大等）

•巡回型の現場管理

•相場を考慮した賃金水準の設定

請負社員の能力開発・キャリア支援がとくに重要となる
事業戦略・人事管理のタイプ⇒＜自社管理・人材育成＞型

「優良」（？） これまで一般的
な事業領域

（？）

1.3.「従来型」：製造企業との分業
に基づく人件費抑制型サービス

•チャールズ・バベッジ（C.Babbege）
• くぎ工場の作業プロセスの観察から

•分業の人件費節約効果

•①仕事全体を一人の作業員に行わせる場合

•②異なる程度の技能が必要ないくつかの要素作業
に分割し、複数の作業員に分担させる場合

•人件費は、①＞② ： バベッジ原理

•← ①は熟練作業員（高賃金）のみ ； ②は熟練作
業員（高賃金）と非熟練作業員（低賃金）の組合せ

5

1.4.分業と仕事難易度、人件費との関係

6

上林他『経験から学ぶ経営学入門』（2007年）

請負
事業

【資料③】27 Ｐ参照
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

１週間程度の経験や訓練でこなせる仕事

技能習得に３年以上の経験を必要とする仕事

経験しておくことが、正社員のキャリア形成に欠かせない…

工程の設定や切り替えの仕事

機械の故障や工程のトラブルなどへの対応をともなう仕事

生産設備や機会の保守・管理にかかわる仕事

納期などの都合で、残業や休日出勤など、時間的な拘束…

労働需要の変動が大きい仕事

交代勤務をともなう仕事

いわゆる３Kといわれるような仕事

深夜の連続作業をともなう仕事

41.6

34

39.3

47.6

54.5

8.8

3.7

5.1

1.2

4.3

2.5

29.4

41

29.1

33.3

26.7

11.3

11.9

4.8

5.2

5.2

47

11.9

15.5

25.4

14.6

12.7

70

51.2

60

29.1

50.4

34.8

1

4.5

17.5

6.3

4.2

7.6

7

0.6

5.5

5.4

14.5

5.2

1.2

2.8

1.8

9.3

18.7

26.4

23.4

正社員のみが行う
正社員が主に行う
いずれも同様に行う
請負労働者が主に行う
請負社員のみが行う
そうした仕事はない
無回答

7

（単位：％） （職場調査） N=670
1.5.製造企業社員と請負社員のあいだの分業

『生産現場における外部人材の活用と人材ビジネス』東京大学社会科学研究所（2004年）

製造業社員 ⇒ 高
度な仕事（長期の技
能形成、トラブル対
応、保守等の仕事）
を中心に担当

請負社員 ⇒ 高い
技能を要さない仕事
を中心に担当（業務
量の変動の大きな仕
事でもある）

1.6.ここまでを整理すると
• 「製造請負優良適正事業者認定制度」は、「優良」の条件
として人材育成（「人づくり力」）を位置づけ

•人材育成のあり方は、事業戦略とも関連 ⇒ 4タイプ

•＜自社管理・人材育成型＞を目指す／実現している請負
企業 ⇒ 「優良」の条件を満たしやすい

•← 政策的にそうした請負企業を推奨する側面 ： 請負

社員の能力向上・キャリア形成（管理者への登用、高度な
製造業務の担当）にプラス

•ただし、「従来型」は、人件費抑制・柔軟化サービス型

•＜自社管理・人材育成型＞に移行するには ⇒ 製造企
業との分業関係の中で、より高度な仕事（工程管理等含
む）を受注していく事業戦略へ ⇒ 請負企業にもプラス

2.1.というのも・・・分業の程度と生産性

↑
生
産
性

分業の程度→

〈分業の効果〉

①技能習得
（習熟）の短
期化

②手待ち時間
の減少

③人件費削減
効果（バベッ
ジ原理）

〈分業の逆効果〉
仕事の単調化・意味喪失⇒
①仕事意欲の低下、さぼり
②離職

請負
事業

請負
事業

＜自社管理・人材育成型＞への
移行 ⇒ 生産性を高める

10

沼上幹『組織デザイン』（2004年）

2.2.請負業務の高度化
⇒ 職務拡大・職務充実の効果

＜自社管理・人材育成型＞
への移行

⇒職務拡大・職務充実
⇒仕事意欲向上・定着化

2.3.＜人材育成型＞への移行の効果

•＜自社管理・人材育成型＞への移行 ⇒ 生産性
向上 ← 仕事意欲向上・定着化を通じて

•①職務拡大・職務充実の効果（やりがいアップ）

•②キャリアの見通しが開けることの効果

•特に、タイトな労働市場（採用難）の現状では、採
用した請負社員の定着化・継続活用が重要に

•他方で、＜自社管理・人材育成型＞では、これま
で以上の定着化が必要になる側面も（次スライド）

•本当に＜自社管理・人材育成型＞への移行は、
請負社員の定着化を促すか？ ⇒ 調査データで

3.1.人材育成への投資と回収
↑
訓
練
コ
ス
ト
－
貢
献
度 勤続期間 →

① ②

Ｔ１（回収開始）

Ｔ2（離職時点）

＜人材育成型＞
では、T１の時期

が後ろに ⇒ ①
＜②とするには、
より長期の定着
が必要（T2の時
期を後ろへ）

（①＜②）
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3.2.1.＜人材育成型＞と雇用維持との関係①

能
力
評
価
の
実
施

会
社
が
費
用
を
負
担

す
る
研
修
の
実
施

会
社
の
管
理
者
に
よ

る
派
遣
先
で
の
指
導

請
負
ス
タ
ッ
フ
の
自

己
啓
発
支
援

仕
事
に
必
要
な
技
能

の
内
容
の
明
確
化

技
能
向
上
を
踏
ま
え

た
昇
給
の
実
施

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い

な
い

無
回
答

合
計

雇用継続 81.8% 54.5% 78.8% 45.5% 75.8% 63.6% 0.0% 0.0% 0.0% 33
雇用非継
続 63.1% 56.9% 86.2% 41.5% 64.6% 44.6% 6.2% 1.5% 0.0% 65

全体 68.8% 56.3% 83.0% 43.8% 68.8% 50.9% 3.6% 0.9% 0.0% 112

注）「雇用継続」は、2008年前半（リーマンショック前）及び2008年11月～2009年4
月（リーマンショック直後）に、請負契約が終了した請負社員を他の請負先に転換し
雇用継続した営業所・支社、「雇用非継続」は、それ以外の営業所・支社

雇用継続／非継続と能力開発の取組 （複数回答）

雇用継続タイプ
の請負事業所
⇒ 能力開発へ
の取り組み（技能
明確化・能力評
価・技能向上を踏
まえた昇給）

3.2.2.＜人材育成型＞と雇用維持との関係②

離
職
防
止
・定
着
促
進
の
た
め
の
派

遣
ス
タ
ッ
フ
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

仕
事
や
キ
ャ
リ
ア
に
関
す
る
希
望
を

把
握
す
る
た
め
の
面
談
の
実
施

目
標
と
な
る
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
（上
位
の

仕
事
や
職
位
へ
の
異
動
・昇
進
の
例
・

モ
デ
ル
等
）の
作
成

技
能
水
準
を
踏
ま
え
た
請
負
先
の
選

定請
負
先
内
で
の
担
当
業
務
の
変
更
・

転
換

技
能
を
高
め
た
り
、
広
げ
る
た
め
の

請
負
先
の
転
換

継
続
就
業
の
た
め
の
育
児
・介
護
休

職
制
度
の
充
実

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

度
数

雇用継
続 97.0% 78.8% 51.5% 30.3% 69.7% 36.4% 24.2% 0.0% 0.0% 0.0% 33
雇用非
継続 92.3% 66.2% 27.7% 15.4% 66.2% 13.8% 18.5% 3.1% 1.5% 0.0% 65

全体 93.8% 70.5% 38.4% 21.4% 66.1% 23.2% 19.6% 1.8% 0.9% 0.9% 112

雇用継続／非継続とキャリア支援の取組 （複数回答）

佐野・大木「9章」佐藤・大木編『人材サービス産業の新しい役割』（2014年）

雇用継続タイプ
の請負事業所
⇒ キャリア支援
への取り組み（希
望把握・キャリア
パス作成・請負先
の選択と転換）

派
遣
契
約
終
了
後
も
一
時
的
に
雇
用
契

約
を
維
持

寮
等
の
宿
泊
施
設
を
一
定
期
間
は
滞
在

で
き
る
よ
う
に
し
た

一
時
金
等
を
支
給
し
た

需
要
が
回
復
し
た
際
に
連
絡
が
取
れ
る
よ

う
に
、
派
遣
ス
タ
ッ
フ
の
連
絡
先
を
確
保

新
規
の
派
遣
先
の
情
報
を
ニ
ュ
ー
ス
レ

タ
ー
な
ど
で
提
供
し
た

住
宅
の
公
的
支
援
に
関
す
る
情
報
を
提

供
し
た

失
業
保
険
給
付
の
受
給
方
法
等
の
情
報

を
提
供
し
た

生
活
保
護
給
付
の
受
給
方
法
等
の
情
報

を
提
供
し
た

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
就
職
斡
旋
機
関
等
の

情
報
を
提
供
し
た

公
的
な
教
育
訓
練
機
関
に
関
す
る
情
報

を
提
供
し
た

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

合
計

雇用継
続 54.5% 87.9% 27.3% 97.0% 24.2% 39.4% 81.8% 36.4% 60.6% 33.3% 3.0% 0.0% 0.0% 33
雇用非
継続 12.3% 23.1% 7.7% 35.4% 6.2% 15.4% 29.2% 12.3% 18.5% 9.2% 30.8% 10.8% 12.3% 65
全体 25.9% 45.5% 13.4% 55.4% 14.3% 26.8% 47.3% 20.5% 32.1% 17.0% 20.5% 6.3% 10.7% 112

請負契約の終了（2008年11月～2009年4月）に伴い、雇用
継続が困難な請負社員への対応（複数回答）

3.2.3.＜人材育成型＞と雇用維持との関係③

雇用継続タイプ
の請負事業所
⇒ 請負契約が
終了した場合も、
請負社員の雇用
維持・安定化に
配慮

①～③：＜人材育成型＞ ⇒ 人材育成への投
資回収 ⇒ 請負社員の雇用維持への取り組み

8.0%
9.0%

3.7%
3.0%

2.9%
4.4%

14.9%
14.3%

3.2%
3.7%

4.8%
4.3%

1.5%

4.7%
3.9%

30.1%
31.9%

18.3%
16.8%

13.5%
12.5%

32.0%
29.3%

10.8%
11.4%

18.5%
14.1%

6.5%

24.7%
19.4%

41.6%
39.9%

25.5%
30.5%

44.9%
47.6%

28.4%
33.4%

52.0%
50.8%

41.1%
40.0%

47.4%

51.9%
51.4%

11.2%
10.4%

24.8%
24.0%

18.9%
19.1%

14.8%
15.4%

18.7%
18.9%

18.5%
22.9%

21.6%

12.6%
16.2%

8.5%
8.2%

27.5%
24.9%

18.5%
15.1%

9.6%
6.5%

14.1%
14.8%

16.7%
18.2%

22.3%

5.3%
8.2%

0.6%
0.7%

0.2%
0.8%

1.3%
1.3%

0.3%
1.1%

1.1%
0.5%

0.5%
0.5%

0.7%

0.9%
0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事内容・やりがい（2005年）
仕事内容・やりがい（2010年）

賃金（2005年）
賃金（2010年）

人事評価・処遇のあり方（2005年）
人事評価・処遇のあり方（2010年）

労働時間・休日等の労働条件（2005年）
労働時間・休日等の労働条件（2010年）

教育訓練・能力開発のあり方（2005年）
教育訓練・能力開発のあり方（2010年）

雇用の安定性（2005年）
雇用の安定性（2010年）

今後の仕事やキャリアの見通し（2010年）

職業生活全体（2005年）
職業生活全体（2010年）

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答

16

（2005年：N=1046、2010年：N=1347）

○2005年（景気良い）と2010年（景気悪い）ともに、就業満足度に大
きな変化はない → 景気動向に関わらず課題の所在は同様

〇賃金・雇用安定のほか、人材育成関連（評価処遇・能力開発・キャ
リア展望）に課題 ⇒ 職業生活全体への満足を低くする要因に

3.3.1.＜人材育成型＞の就業満足・定着化への効果①
〇請負・派遣社員（役職なし層）の就業満足度：個人調査から

9.8%
14.2%

2.3%
5.3%

2.9%
5.7%

16.8%
13.6%

1.7%
3.7%

8.1%
5.7%

2.7%

3.5%
4.6%

38.2%
27.4%

16.8%
15.4%

13.9%
12.9%

26.6%
28.0%

14.5%
11.7%

24.9%
10.4%

5.8%

22.5%
15.4%

32.9%
39.1%

26.0%
26.4%

41.6%
40.4%

31.2%
34.9%

42.8%
46.5%

40.5%
41.9%

45.0%

53.8%
54.2%

10.4%
11.5%

28.3%
28.1%

17.3%
21.4%

12.1%
17.2%

20.8%
25.3%

14.5%
23.5%

28.8%

11.6%
18.1%

6.9%
7.8%

25.4%
24.4%

23.1%
18.6%

12.1%
6.0%

17.9%
12.2%

11.0%
18.1%

17.2%

6.9%
7.1%

1.7%
0.0%

1.2%
0.4%

1.2%
1.1%

1.2%
0.4%

2.3%
0.5%

1.2%
0.4%

0.5%

1.7%
0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事内容・やりがい（2005年）
仕事内容・やりがい（2010年）

賃金（2005年）
賃金（2010年）

人事評価・処遇のあり方（2005年）
人事評価・処遇のあり方（2010年）

労働時間・休日等の労働条件（2005年）
労働時間・休日等の労働条件（2010年）

教育訓練・能力開発のあり方（2005年）
教育訓練・能力開発のあり方（2010年）

雇用の安定性（2005年）
雇用の安定性（2010年）

今後の仕事やキャリアの見通し（2010年）

職業生活全体（2005年）
職業生活全体（2010年）

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答

17

（2005年：N=173、2010年：N=565）

○リーダー層も同様：人材育成関連（評価処遇・能力開発・
キャリア展望）に課題
佐野・「3章」佐藤・大木編『人材サービス産業の新しい役割』（2014年）

3.3.2.＜人材育成型＞の就業満足・定着化への効果②
〇請負・派遣社員（リーダー層）の就業満足度：個人調査から

3.3.3.＜人材育成型＞の就業満足・定着化への効果③
〇請負・派遣社員の就業満足度と定着意向の関係

18

○就業満足度（「職業生活全般」の満足度） → 定着
／離職の要因に

（2010年調査、役職なし層） （2010年調査、リーダー層）
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19

（2010年調査、複数回答）

〇人材育成の機会 → 就業満足度の向上 → 定着化

3.3.4.＜人材育成型＞の就業満足・定着化への効果④
〇請負・派遣社員（役職なし層）の就業満足度（「職業生活全般」）と、
職場の人材育成機会：個人調査から

○就業満足度が高い請負・派遣社員 ⇒ 仕事の変化・昇給の仕組み・工場社員
への登用・指導を受ける機会がある職場で就労

20

（2010年調査、複数回答）

○就業満足度が高いリーダー層 ⇒ 仕事の変化・管理者登用・昇給の仕組み・
指導を受ける機会がある職場で就労

〇人材育成の機会 → 就業満足度の向上 → 定着化

3.3.5.＜人材育成型＞の就業満足・定着化への効果⑤
〇請負・派遣社員（リーダー層）の就業満足度（「職業生活全般」）と、
職場の人材育成機会：個人調査から

4.0.以上のまとめ
• 「優良」の条件は請負社員の人材育成

•＜自社管理・人材育成型＞への移行 ⇒ 生産性
向上に貢献 ⇒ 製造企業にもプラス

•＜自社管理・人材育成型＞への移行 ⇒ 人材定
着化が重要／人材定着化が実現

•課題は、請負企業として、高度なサービスに見合
う料金を得られるか？

•そのためには

•①営業力の強化

•②顧客企業との信頼関係の構築

•③「優良」認定 ： コンプライアンスとセットで保証

4.1.「優良」認定の意義

22

単価の高い業務の
受注を重視

単価の低い業務中心に
受注規模の拡大を重視

現場管理
サービス
提供

＜請負＞

＜自社管理・人材育成＞型

•採用時の選抜・マッチング強化

•常駐管理者・現場リーダーによ
る業務・労務管理の充実

•管理者・リーダ育成

•技能向上のための処遇（評価・
昇給）・配置

＜自社管理・調達重視＞型

•求人活動の強化（募集広告・登録拡
大等）

•常駐管理者・現場リーダーによる業
務・労務管理の充実

•管理者・リーダー育成

•相場を考慮した賃金水準の設定

現場管理
サービス
非提供

＜派遣＞

＜ユーザー管理・人材育成＞型

•採用時の選抜・マッチング強化

•巡回型の現場管理

•技能向上のための処遇（評価・
昇給）・配置

＜ユーザー管理・調達重視＞型

•求人活動の強化（募集広告・登録拡
大等）

•巡回型の現場管理

•相場を考慮した賃金水準の設定

＜自社管理・人材育成＞型の「優良」企業というお墨付き
⇒ それゆえに取引先から選ばれる企業へ

優良認定
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３
 
本
公
募
に
関
す
る
周
辺
イ
メ
ー
ジ

３
．
本
公
募
に
よ
り
指
定
さ
れ
る
審
査
機
関

１
 
審
査
機
関
の
正
式
名
称

平
成

年
度
請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度

指
定
審
査
機
関

２
 
指
定
審
査
機
関
と
し
て
の
証
憑

公
募
し
た
団
体
の
中
か
ら
協
議
会
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
団
体
に
対
し
て
、
協
議
会
は
「
審
査
機
関
と
し
て
の
指
定
を
受
け
た
事

実
」
を
記
載
し
た
証
憑
と
し
て
、
「
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度

指
定
審
査
機
関
証
書
」
を
発
行
す
る
。

３
 
指
定
審
査
機
関
と
し
て
の
証
書
有
効
期
間
（
審
査
業
務
の
有
効
期
間
）

「
協
議
会
が
審
査
機
関
と
し
て
の
資
格
を
証
し
た
日
付
」
か
ら
平
成

年
月

日
ま
で

４
 
指
定
審
査
機
関
が
行
う
有
料
審
査
業
務
の
許
可

指
定
審
査
機
関
は
審
査
申
請
事
業
者
へ
行
う
申
請
・
審
査
の
サ
ー
ビ
ス
に
対
し
て
、
「
社
会
通
念
上
、
適
正
な
手
数
料
金
」
を
自

由
に
設
定
し
、
課
金
請
求
す
る
事
業
商
権
を
有
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
本
公
募
は
平
成

年
度
厚
生
労
働
省
委
託
事
業
に
つ

き
、
協
議
会
と
指
定
審
査
機
関
は
商
務
契
約
を
締
結
し
な
い
が
、
協
議
会
が
指
定
審
査
機
関
か
ら
提
示
す
る
価
格
・
算
定
根
拠

に
関
し
て
意
見
を
聴
取
す
る
こ
と
が
あ
る
）

４
．
指
定
審
査
機
関
と
し
て
の
一
般
要
求
事
項

１
 
指
定
審
査
機
関
と
し
て
必
要
な
規
範
の
方
針
化
な
ら
び
に
規
程
化

指
定
審
査
機
関
は
以
下
の
す
べ
て
の
内
容
を
方
針
化
・
規
程
化
す
る
こ
と
。

①
審
査
業
務
の
独
立
性
の
保
持

②
業
務
の
適
正
性
、
公
平
性
の
確
保

③
運
営
管
理
の
責
任
（
正
確
性
・
法
令
遵
守
・
情
報
管
理
・
機
密
保
持
・
個
人
情
報
保
護
・
苦
情
処
理
）

④
審
査
事
項
の
限
定
（
審
査
項
目
以
外
の
審
査
の
禁
止
）

⑤
審
査
業
務
の
原
則
的
な
内
部
完
結
（
個
人
を
除
く
再
委
託
の
禁
止
）

⑥
審
査
品
質
の
責
任
（
審
査
員
教
育
等
、
協
議
会
か
ら
の
指
導
・
管
理
に
対
し
て
の
回
答
・
改
善
・
応
諾
義
務
）

２
 
指
定
審
査
機
関
と
し
て
必
要
な
拠
点
・
組
織
の
整
備

指
定
審
査
機
関
は
以
下
の
す
べ
て
の
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

①
国
内
に
実
施
拠
点
を
１
カ
所
以
上
設
け
、
日
本
全
国
の
事
業
者
審
査
が
可
能
で
あ
る
こ
と

②
業
務
は
団
体
の
他
業
務
と
区
分
さ
れ
た
専
任
の
部
署
で
運
営
さ
れ
他
業
務
と
重
複
は
し
な
い
こ
と
。

③
業
務
は
団
体
の
他
業
務
と
区
分
さ
れ
た
会
計
処
理
で
運
営
さ
れ
他
業
務
と
重
複
は
し
な
い
こ
と
。

④
専
任
部
署
は
専
用
の
電
話
回
線
・
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
回
線
・
電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
を
各
１
以
上
有
す
る
こ
と
。

⑤
業
務
を
専
任
統
括
す
る
管
理
監
督
責
任
職
員
を
配
置
す
る
こ
と
。

⑥
 
業
務
を
専
任
担
当
す
る
２
名
以
上
の
事
務
職
員
（
管
理
監
督
責
任
職
員
を
含
ま
ず
）
を
配
置
す
る
こ
と
。

請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

厚 生 労 働 省

日 本 生 産 技 能 労 務 協 会

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度

製
造
請
負
事
業

改
善
推
進
協
議
会

指
定
審
査
機
関

優
良
適
正
事
業
者

認
定
審
査
申
請
事
業
者

製
造
請
負
優
良
適
正

事
業
者

審
査
認
証

審
査
認
定

協
議
会
常
会

認
定
委
員
会

平
成

年
７
月

日

平
成

年
度
厚
生
労
働
省
委
託
事
業

請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会

平
成

年
度
請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度

事
業
者
指
定
審
査
機
関
公
募
要
項

以
下
の
厚
生
労
働
省
の
委
託
事
業
の
実
施
に
あ
た
り
、
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度
に
係
る
事
業
者
審
査
を
行
う
指
定
審
査

機
関
を
公
募
す
る
。

１
．
厚
生
労
働
省
委
託
事
業
の
内
容

１
 
件
名

平
成

年
度
請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

２
 
実
施
期
間

平
成

年
４
月
１
日
か
ら
平
成

年
３
月

日
ま
で

３
 
受
託
団
体

一
般
社
団
法
人

日
本
生
産
技
能
労
務
協
会

４
 
主
た
る
運
営
機
関

製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）

５
 
事
業
の
趣
旨

製
造
業
の
請
負
事
業
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
偽
装
請
負
の
問
題
を
は
じ
め
と
す
る
労
働
者
派
遣
法
等
の
労
働
関
係
法
令

違
反
、
労
働
条
件
や
処
遇
の
改
善
の
必
要
性
、
こ
れ
ら
の
職
場
で
働
く
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
展
開
の
道
筋
が
明
ら
か
で
な
い
等
、

様
々
な
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
て
は
、
こ
れ
ら
の
問
題
点
へ
の
対
応
が

喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

本
事
業
は
、
こ
れ
ら
の
問
題
の
改
善
を
図
る
た
め
、
平
成
１
９
年
６
月
に
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
策
定
し
た
「
製
造
業
の
請
負

事
業
の
雇
用
管
理
の
改
善
及
び
適
正
化
の
促
進
に
取
り
組
む
請
負
事
業
主
及
び
発
注
者
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
及
び
そ
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
」
の
活
用
を
促
進
さ
せ
る
と
と
も
に
、
適
正
請
負
事
業
認
定
基
準
に
基
づ
き
、
雇
用
管
理
改
善

等
を
図
ろ
う
と
す
る
請
負
事
業
主
を
認
定
す
る
等
、
請
負
事
業
主
及
び
発
注
者
に
よ
る
請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
の

た
め
の
取
組
を
支
援
す
る
も
の
で
あ
る
。

２
．
上
記
委
託
事
業
の
内
、
本
公
募
に
関
係
す
る
内
容

１
 
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
の
審
査
の
制
度
名

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度
（
以
下
「
認
定
制
度
」
と
い
う
）

２
 
製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会
の
概
要

協
議
会
（
外
部
の
専
門
家
に
よ
る
認
定
委
員
会
を
含
む
）
は
、
請
負
事
業
の
適
正
化
及
び
雇
用
管
理
の
改
善
を
図
ろ
う
と
す
る

請
負
事
業
主
に
対
し
、
予
め
準
備
さ
れ
た
自
主
点
検
表
（
審
査
項
目
）
に
沿
っ
て
、
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
の
書
類
審

査
・
現
地
審
査
を
行
う
団
体
を
公
募
し
、
指
定
す
る
と
と
も
に
、
当
該
事
業
者
審
査
機
関
（
３
．
参
照
）
へ
の
指
導
・
管
理
及
び
審

査
内
容
の
認
証
を
行
う
。
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７
．
公
募
方
法

以
下
の
手
順
に
沿
っ
て
申
請
を
行
う
こ
と
。

１
 
「
６
．
公
募
資
格
」
を
す
べ
て
満
た
す
こ
と
。

２
 
指
定
審
査
機
関
宛
に
申
請
に
関
係
す
る
文
書
様
式
等
を
送
付
す
る
の
で
、
申
請
担
当
者
は
以
下
の
指
定
さ
れ
た
メ
ー
ル
ア
ド
レ

ス
へ
「
申
請
担
当
者
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
」
か
ら
メ
ー
ル
を
送
信
す
る
。

①
送
信
先
…
「
製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会
」

②
送
信
件
名
…
指
定
審
査
機
関
公
募
希
望

③
記
載
し
て
頂
き
た
い
内
容
…
団
体
名
称
、
ご
担
当
者
氏
名
・
部
署

④
申
請
に
関
係
す
る
文
書
様
式
等
…
（
イ
）
（
ウ
）は

本
公
募
要
項
の
文
中
に
て
「
別
記
」
と
記
載

ア
 「
審
査
申
請
団
体
概
要
な
ら
び
に
公
募
申
請
書
」

イ
 「
自
主
点
検
表
審
査
項
目
～
概
要
」

ウ
 「
【
参
考
】
指
定
審
査
機
関
の
運
営
及
び
手
順
の
あ
ら
ま
し
」

エ
 「
指
定
審
査
機
関
公
募
計
画
書
」

３
 
以
下
の
「
提
出
書
類
」
を
作
成
・
準
備
し
て
頂
く
。
（
各
１
部
ず
つ
）

①
別
記
「
審
査
申
請
団
体
概
要
な
ら
び
に
公
募
申
請
書
」
…
必
要
事
項
を
記
載
。

②
 
別
記
「
指
定
審
査
機
関
公
募
計
画
書
」
…
前
記
の
「
一
般
要
求
事
項
」
等
の
整
備
状
況
を
記
載
。

③
 
登
記
事
項
証
明
書
等
、
申
請
者
の
実
在
を
称
す
る
公
的
文
書

④
 
定
款
、
寄
付
行
為
、
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
規
程
類

⑤
直
近
３
期
分
の
事
業
年
度
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書

⑥
会
社
案
内
・
営
業
案
内
・
団
体
案
内
等
の
印
刷
物

⑦
６
．
公
募
資
格
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
を
証
明
又
は
誓
約
す
る
書
類
（
書
式
自
由
）

４
 
以
下
の
受
付
期
間
内
に
、
「提

出
書
類
」
を
送
付
先
ま
で
郵
送
又
は
宅
配
便
に
て
送
る
こ
と
。
（
※
期
間
厳
守
）

①
受
付
期
間
…
平
成

年
７
月

日
か
ら
平
成

年
７
月

日
時
必
着

②
送
付
先
…
〒

東
京
都
港
区
新
橋

ア
ー
バ
ン
新
橋
ビ
ル

（
一
社
）
日
本
生
産
技
能
労
務
協
会
内

製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会

指
定
審
査
機
関
係
行

電
話

８
．
公
募
団
体
の
決
定
（
指
定
）

１
 
審
査
方
法

申
請
団
体
の
審
査
は
、
外
部
の
専
門
家
に
よ
る
「
認
定
委
員
会
」
に
お
い
て
、
提
出
さ
れ
た
書
類
等
の
内
容
を
も
と
に
、
適
正
な

「
組
織
体
制
」
及
び
十
分
な
「
審
査
能
力
」
を
持
ち
合
わ
せ
て
い
る
か
評
価
を
行
う
。

２
 
指
定
す
る
審
査
機
関
の
数

過
去
の
認
定
制
度
へ
の
申
請
事
業
者
数
及
び
本
年
度
の
申
請
事
業
者
数
の
見
込
み
を
考
慮
し
て
決
定
す
る
。

３
 
審
査
結
果

「
指
定
団
体
名
の
み
」
を
決
定
後
に
協
議
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て
公
表
し
、
同
時
に
審
査
結
果
を
申
請
団
体
す
べ
て
に
文
書
に

て
通
知
す
る
。
（
採
点
に
係
る
内
容
の
詳
細
は
通
知
し
な
い
。
申
請
書
類
は
返
却
し
な
い
）

９
．
申
請
な
ら
び
に
審
査
料
金
等

本
公
募
は
無
料
と
す
る
。

１
０
．

公
募
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

「
製
造
請
負
事
業
改
善
推
進
協
議
会
」

※
文
書
等
の
お
問
い
合
わ
せ
は
受
け
付
け
ず
、
す
べ
て
電
話
又
は
電
子
メ
ー
ル
に
て
対
応
す
る
。

（
審
査
方
法
及
び
結
果
に
関
す
る
内
容
は
回
答
し
な
い
）

以
上

３
 
審
査
実
施
能
力
の
保
持
、
向
上

指
定
審
査
機
関
は
以
下
の
資
格
・
素
養
能
力
・
経
験
を
す
べ
て
有
す
る
審
査
員
を
３
名
以
上
配
置
す
る
こ
と
。

な
お
、
指
定
審
査
機
関
と
審
査
員
の
契
約
形
態
は
「
委
託
又
は
雇
用
等
」
自
由
と
す
る
。

①
製
造
請
負
事
業
等
に
関
す
る
基
本
的
な
関
係
法
令
（
労
働
法
全
般
）
知
識
を
有
す
る
こ
と
。

②
製
造
生
産
拠
点
（
工
場
等
）
に
関
す
る
基
本
的
な
生
産
・
品
質
・
安
全
衛
生
・
技
術
系
知
識
を
有
す
る
こ
と
。

③
人
事
管
理
系
基
礎
知
識
（
人
事
評
価
・
職
業
能
力
形
成
・
キ
ャ
リ
ア
開
発
・
賃
金
処
遇
等
）
に
関
す
る
基
本
的
な
知
識
を
有

す
る
こ
と
。

５
．
指
定
審
査
機
関
と
し
て
の
業
務

１
 
概
要

請
負
事
業
の
適
正
化
及
び
雇
用
管
理
の
改
善
を
図
ろ
う
と
す
る
請
負
事
業
主
で
あ
っ
て
、
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
の
審

査
を
希
望
す
る
事
業
者
（
以
下
「
審
査
申
請
事
業
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
別
記
の
「
自
主
点
検
表
（
審
査
項
目
）
～
概
要
」
に
沿

っ
て
、
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
の
書
類
審
査
・
現
地
審
査
を
行
い
、
審
査
結
果
を
「
認
定
委
員
会
へ
の
結
果
報
告
会
合
」

（
事
業
年
度
に
つ
き
１
回
開
催
）
に
お
い
て
報
告
す
る
。

２
 
「
自
主
点
検
表
（
審
査
項
目
）
」
と
は

実
際
の
審
査
で
は
詳
細
な
審
査
項
目
（
全

項
目
）
が
列
挙
さ
れ
た
「
自
主
点
検
表
（
審
査
項
目
）
」
に
沿
っ
て
、
審
査
申
請
事

業
者
に
は
自
社
の
請
負
事
業
の
実
態
に
照
ら
し
た
「
エ
ビ
デ
ン
ス
（
活
動
・
運
営
の
証
憑
類
）
」
を
準
備
さ
せ
、
現
地
審
査
に
お
い

て
確
認
・
評
価
を
行
う
。
本
公
募
で
は
全
体
像
を
俯
瞰
で
き
る
よ
う
そ
の
概
要
を
付
す
る
。

３
 
具
体
的
な
業
務
内
容

①
審
査
申
請
事
業
者
に
対
す
る
料
金
の
提
示
及
び
公
募
の
開
始

※
協
議
会
の
Ｈ
Ｐ
で
同
時
公
募

②
審
査
申
請
事
業
者
か
ら
の
申
請
受
付
及
び
申
請
書
類
の
審
査
の
実
施

③
審
査
申
請
事
業
者
に
対
す
る
現
地
審
査
の
実
施

（
審
査
員
は
審
査
実
施
前
に
協
議
会
が
主
催
す
る
審
査
員
講
習
会
を
受
講
・
修
了
す
る
こ
と
）

※
申
請
事
業
者
１
社
に
つ
き
、
本
社
及
び
請
負
事
業
所
（
工
場
請
負
現
場
）
２
拠
点
の
審
査
は
必
須

④
現
地
審
査
結
果
を
計
数
化
し
採
点
。
所
定
の
報
告
書
式
に
記
載
し
、
期
日
ま
で
に
協
議
会
へ
提
出
。

※
報
告
書
提
出
期
日
：
平
成

年
の
指
定
さ
れ
た
日
付
ま
で

⑤
提
出
さ
れ
た
報
告
書
に
つ
い
て
、
「
認
定
委
員
会
へ
の
結
果
報
告
会
合
」
に
お
い
て
説
明

⑥
審
査
申
請
事
業
者
に
対
す
る
審
査
結
果
の
通
知
及
び
認
定
証
の
交
付

４
 
指
定
審
査
機
関
と
し
て
望
ま
し
い
運
営
及
び
手
順
の
方
法

指
定
審
査
機
関
は
委
託
事
業
に
係
る
関
連
事
業
団
体
と
し
て
、
別
記
の
「
【
参
考
】
指
定
審
査
機
関
の
運
営
及
び
手
順
の
あ
ら

ま
し
」
を
参
照
し
、
適
正
適
切
な
運
営
・
手
順
を
構
築
す
る
よ
う
に
最
大
限
に
努
め
る
。

＜
参
考
＞
過
去
の
「
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
」
審
査
・
認
定
の
状
況
（
単
位
：
事
業
者
）

①
第
１
回
（
平
成

年
度
事
業
）
…
審
査
申
請
事
業
者
数

、
（
内
）
受
審
事
業
者
数

、
（
内
）
被
認
定
事
業
者
数

②
第
２
回
（
平
成

年
度
事
業
）
…
審
査
申
請
事
業
者
数

、
（
内
）
受
審
事
業
者
数

、
（
内
）
被
認
定
事
業
者
数

③
第
３
回
（
平
成

年
度
事
業
）
…
審
査
申
請
事
業
者
数
８
、
（内

）
受
信
事
業
者
数
８
、
（
内
）
被
認
定
事
業
者
数
８

④
 
第
４
回
（
平
成

年
度
事
業
）
…
審
査
申
請
事
業
者
数

、
（
内
）
受
信
事
業
者
数

、
（
内
）
被
認
定
事
業
者
数

６
．
公
募
資
格

１
 
申
請
段
階
に
お
い
て
、
過
去
５
年
間
に
労
働
基
準
法
・
労
働
契
約
法
・
労
働
安
全
衛
生
法
な
ど
の
規
定
に
よ
り
罰
金
の
刑
が
科

さ
れ
、
そ
の
執
行
が
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
５
年
を
経
過
し
な
い
こ
と
。

２
 
労
働
保
険
・
厚
生
年
金
保
険
・
全
国
健
康
保
険
協
会
管
掌
健
康
保
険
の
未
適
用
及
び
こ
れ
ら
に
係
る
保
険
料
の
未
納
が
な
い

こ
と
。
（
申
請
時
に
お
い
て
直
近
２
年
間
の
保
険
料
の
未
納
が
な
い
こ
と
）

３
 
申
請
時
に
お
い
て
、
過
去
３
年
間
に
上
記
（
１
）
（
２
）
以
外
の
法
令
違
反
等
が
あ
り
、
社
会
通
念
上
著
し
く
信
用
を
失
墜
し
て
お
り
、

当
該
業
務
に
支
障
を
来
す
と
判
断
さ
れ
る
者
で
な
い
こ
と
。

４
 
「
法
人
格
」
を
有
す
る
団
体
で
あ
る
こ
と
。

５
 
法
人
設
立
日
か
ら
５
カ
年
以
上
経
過
し
て
い
る
こ
と
。

６
 
団
体
の
主
た
る
事
業
が
製
造
関
係
の
請
負
業
務
、
（
業
種
を
問
わ
な
い
）
労
働
者
派
遣
事
業
、
（
職
種
を
問
わ
な
い
）
有
料
職
業

紹
介
事
業
の
い
ず
れ
も
自
ら
営
ん
で
い
な
い
こ
と
。

７
 
債
務
超
過
の
状
況
に
な
い
こ
と
。
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平
成

年
度
厚
生
労
働
省
委
託
事
業

請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制
度
に
お
け
る
指
定
審
査
機
関
の
指
定
に
関
す
る
規
約

（
通
則
）

第
１
条

平
成

年
度
厚
生
労
働
省
委
託
事
業

請
負
事
業
適
正
化
・
雇
用
管
理
改
善
推
進
事
業
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
認
定
制

度
（
以
下
「
認
定
制
度
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
指
定
審
査
機
関
の
指
定
等
に
つ
い
て
は
、
こ
の
規
約
の
定
め
る
と
こ
ろ
と
す
る
。

（
定
義
）

第
２
条

こ
の
規
約
に
お
け
る
主
な
用
語
は
、
以
下
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
認
定
委
員
会

認
定
制
度
に
基
づ
き
指
定
審
査
機
関
と
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
の
指
定
等
行
う
機
関

（
２
）
指
定
審
査
機
関

製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
者
と
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
に
対
し
て
、
認
定
制
度
に
基
づ
く
審
査
を
行
い
、
認
定

行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
者

（
認
定
委
員
会
の
権
能
等
）

第
３
条

認
定
委
員
会
は
、
指
定
審
査
機
関
の
指
定
、
指
定
の
取
り
消
し
等
、
指
定
審
査
機
関
の
指
定
に
関
す
る
事
項
の
意
思
決
定
を
行
う

も
の
と
す
る
。
ま
た
、
意
思
決
定
に
あ
た
っ
て
は
認
定
委
員
会
に
よ
る
合
議
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
審
査
結
果
の
通
知
）

第
４
条

審
査
の
結
果
は
、
「
指
定
審
査
機
関
に
係
る
審
査
結
果
通
知
書
」
に
よ
り
通
知
す
る
。

（
受
託
書
の
提
出
）

第
５
条

前
条
の
通
知
書
に
よ
り
、
指
定
審
査
機
関
と
な
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
と
認
定
さ
れ
た
者
は
、
「
製
造
請
負
優
良
適
正
事
業
受
託

書
（
以
下
「
受
託
書
」
と
い
う
。
）
」
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
提
出
に
あ
た
っ
て
は
、
本
通
知
を
受
け
た
日
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て

日
以
内
に
認
定
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
、
認
定
は
無
効
と
す
る
。

（
指
定
審
査
機
関
指
定
証
の
交
付
）

第
６
条

指
定
審
査
機
関
は
、
受
託
書
を
受
理
後
、
速
や
か
に
認
定
制
度
指
定
審
査
機
関
指
定
証
（
以
下
「
指
定
証
」
と
い
う
。
）
を
交
付
す
る
。

（
審
査
業
務
の
変
更
、
審
査
業
務
の
中
止
・
廃
止
等
）

第
７
条

指
定
審
査
機
関
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
認
定
制
度
指
定
審
査
業
務
変
更
承
認
書
（
以
下

「
変
更
承
認
書
」
と
い
う
。
）
を
認
定
委
員
会
に
提
出
し
、
そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
１
）
審
査
申
請
団
体
概
要
な
ら
び
に
公
募
申
請
書
、
な
ら
び
に
指
定
審
査
機
関
公
募
計
画
書
の
内
容
を
変
更
す
る
場
合
。
（
軽
微
な

変
更
は
除
く
）
又
は
、
指
定
審
査
機
関
の
経
営
に
関
係
す
る
大
幅
な
変
更
が
あ
る
場
合
。

（
２
）
審
査
業
務
を
中
止
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
。

（
指
定
の
取
り
消
し
）

第
８
条
指
定
審
査
機
関
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
指
定
審
査
機
関
の
指
定
を
取
り
消
す
。

（
１
）
適
切
な
審
査
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
定
さ
れ
た
と
き

（
２
）
審
査
業
務
の
遂
行
が
困
難
に
な
っ
た
と
き

（
３
）
厚
生
労
働
省
、
協
議
会
か
ら
認
定
委
員
会
に
対
し
て
、
指
定
審
査
機
関
を
取
り
消
す
よ
う
勧
告
を
受
け
た
と
き

（
４
）
そ
の
他
、
認
定
委
員
会
が
指
定
審
査
機
関
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
と
認
定
し
た
と
き

（
そ
の
他
）

第
９
条

こ
の
規
約
に
定
め
の
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、
認
定
委
員
会
が
別
途
定
め
る
も
の
と
す
る
。

附
則

こ
の
規
約
は
、
平
成

年
８
月
７
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
 

平
成

26
年

度
厚

生
労

働
省

委
託

事
業

 

請
負

事
業

適
正

化
・

雇
用

管
理

改
善

推
進

事
業

 

製
造

請
負

優
良

適
正

事
業

者
認

定
制

度
 

 

指
定

審
査

機
関

 
指

定
証

 
  貴

団
体

を
 

平
成

26
年

度
厚

生
労

働
省

委
託

事
業

 
請

負
事

業
適

正
化

・
雇

用

管
理

改
善

推
進

事
業

 
製

造
請

負
優

良
適

正
事

業
者

認
定

制
度

に
お

け
る

適
正

な
審

査
機

関
と

し
て

以
下

の
と

お
り

指
定

す
る

。
 

  団
体

の
名

称
  

一
般

社
団

法
人

 
日

本
生

産
技

能
労

務
協

会
 

 主
た

る
所

在
地

 
東

京
都

港
区

新
橋

四
丁

目
5-

1
ア

ー
バ

ン
新

橋
ビ

ル
 

 登
録

番
号

 
 

第
20

14
01

号
 

 有
効

期
間

 
 

平
成

26
年

８
月

７
日

か
ら

平
成

27
年

３
月

31
日

ま
で

 

  

平
成

26
年

度
厚

生
労

働
省

委
託

事
業

 

請
負

事
業

適
正

化
・

雇
用

管
理

改
善

推
進

事
業

 

製
造

請
負

事
業

改
善

推
進

協
議

会
認

定
委

員
会

 

委
員

長
 

今
野

浩
一

郎
 

【資料⑤】29 Ｐ参照

69



【資料⑥】29 Ｐ参照

【資料⑤】29 Ｐ参照

� �

� � � �

� � � � � �

N
ew

s 
Re

le
as

e

�
� � � � �

【資料⑦】31 Ｐ参照

70


	■表紙
	吠嫌・・粭



